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国立大学法人東京農工大学職員就業規則の一部改正 

現行 改正 改正理由 

 

本則 

 

本則 

 

 

第1章 総則 第1章 総則 

(規則の遵守) 

第3条 大学及び職員は、ともに法令及びこの規則を守り、相協

力して業務の運営に当たらなければならない。 

(規則の遵守) 

第3条 本学及び職員は、ともに法令及びこの規則を守り、相協

力して業務の運営に当たらなければならない。 

第2章 人事 第2章 人事 

第1節 採用 第1節 採用 

(労働条件の明示) 

第8条 職員の採用に際しては、採用を決定した職員に対し、次

の事項を記載した労働条件通知書を交付するものとする。 

(労働条件の明示) 

第8条 職員の採用に際しては、採用を決定した職員に対し、学

長は次の事項を記載した労働条件通知書を交付するものとす

る。 

(1)～(12) (略) (1)～(12) (略) 

(採用時の提出書類) 

第9条 (略) 

(採用時の提出書類) 

第9条 (略)  

2 (略) 2 (略) 
 

(新設) 3 本学は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律(平成25年法律第27号)及びその他の関係

法令に基づき、職員に対し、同法第2条第5項に規定する個人

番号の報告を求めることができる。 

 

(試用期間) 

第10条 (略) 

(試用期間) 

第10条 (略)  

2 (略) 2 (略) 
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3 試用期間中の職員は、勤務実績の不良なこと、心身に故障があ

ること及びその他職員としての適格性を欠くことにより本学に

引き続き雇用しておくことが適当でない場合には解雇すること

ができる。 

3 試用期間中の職員が、勤務実績の不良なこと、心身に故障があ

ること及びその他職員としての適格性を欠くことにより本学に

引き続き雇用しておくことが適当でない場合には、学長は当該

職員を解雇することができる。 

 

4・5 (略) 4・5 (略) 
 

第2節 評価 第2節 評価 
 

(勤務評価) 

第11条 職員の勤務成績について、評価を実施する。 

(勤務評価) 

第11条 学長は、職員の勤務成績について、評価を実施する。  

第4節 異動 第4節 異動 
 

(配置換・出向等) 

第13条 (略) 

(配置換・出向等) 

第13条 (略) 
 

2～5 (略) 2～5 (略)  

(新設) (クロスアポイントメント制度) 

第13条の2 教育職員は、本学及び他機関との間において締結し

た協定に基づき、双方の身分を併せ有し雇用され、双方の業務

を行うこと(以下「クロスアポイントメント」という。)ができ

る。 

 

 2 前項の規定に基づきクロスアポイントメント制度を適用する教

育職員の就業について、協定が、この規則又は本学の他の規則

等の規定に矛盾し、又は抵触する場合には、協定の規定が優先

する。 

 

 3 その他クロスアポイントメント制度について必要な事項は、国

立大学法人東京農工大学クロスアポイントメント制度に関する

規程に定める。 
 

第5節 休職及び復職 第5節 休職及び復職 
 

(休職) (休職) 
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第14条 職員が次の各号の一に該当する場合は、これを休職にす

ることができる。 

第14条 職員が次の各号の一に該当する場合は、学長は当該職員

を休職にすることができる。 

(1)～(7) (略) (1)～(7) (略) 
 

2～5 (略) 2～5 (略) 
 

(復職) 

第16条 休職中の職員の休職事由が消滅したときは、速やかに復

職させるものとする。 

(復職) 

第16条 休職中の職員の休職事由が消滅したときは、学長は当該

職員を速やかに復職させるものとする。 
 

2 休職の期間が満了したときは、当然復職するものとする。 2 休職の期間が満了したときは、当該職員は当然復職するものと

する。  

第6節 退職 第6節 退職 
 

(自己都合退職) 

第18条 (略) 

(自己都合退職) 

第18条 (略)  

2 前項の申し出があった場合、業務上特に支障のない限り、これ

を承認するものとする。 

2 前項の申し出があった場合、業務上特に支障のない限り、学長

はこれを承認するものとする。  

(再雇用) 

第20条 前条第1項の規定により退職した職員については、国立

大学法人東京農工大学再雇用規程に定めるところにより再雇用

することができる。 

(再雇用) 

第20条 前条の規定により退職した職員については、学長は国立

大学法人東京農工大学再雇用規程に定めるところにより再雇用

することができる。 

 

第7節 解雇、降任 第7節 解雇、降任 
 

(解雇) 

第21条 職員が次の各号の一に該当するときは、解雇する。 

(解雇) 

第21条 職員が次の各号の一に該当するときは、学長は当該職員

を解雇する。 
 

(1)・(2) (略) (1)・(2) (略) 
 

2 職員が次の各号の一に該当するときは、学長は解雇することが

できる。 

2 職員が次の各号の一に該当するときは、学長は当該職員を解雇

することができる。  
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(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 
 

3 (略) 3 (略) 
 

(整理解雇の要件) 

第22条 学長が前条第2項第4号及び第5号により解雇するとき

は、次の各号に掲げる要件を満たさなくてはならない。 

(整理解雇の要件) 

第22条 学長が前条第2項第4号及び第5号により職員を解雇す

るときは、次の各号に掲げる要件を満たさなくてはならない。 
 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 
 

(降任) 

第23条 職員が次の各号の一に該当するときは、学長は降任する

ことができる。 

(降任) 

第23条 職員が次の各号の一に該当するときは、学長は当該職員

を降任させることができる。 
 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 
 

2 前項(第4号を除く。)の規定により職員を降任しようとする場

合は、役員会の下に置かれる審査委員会の審査を経なければな

らない。ただし、教育職員の審査は教育研究評議会がこれを行

うものとする。 

2 前項(第4号を除く。)の規定により職員を降任させようとする

場合は、役員会の下に置かれる審査委員会の審査を経なければ

ならない。ただし、教育職員の審査は教育研究評議会がこれを

行うものとする。 

 

(解雇予告) 

第25条 第21条の規定により職員を解雇する場合は、次の者を

除き、少なくとも30日前に本人に予告するか、又は平均賃金の

30日分以上の解雇予告手当を支払う。 

(解雇予告) 

第25条 第21条の規定により職員を解雇する場合は、学長は、

次の者を除き、少なくとも30日前に本人に予告するか、又は平

均賃金の30日分以上の解雇予告手当を支払う。 

 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略) 
 

2 (略) 2 (略) 
 

第8節 退職時の責務 第8節 退職時の責務 
 

(使用物品の返還) 

第26条 職員が退職又は解雇された場合は、大学から借用した物

品を速やかに返還しなければならない。 

(使用物品の返還) 

第26条 職員が退職又は解雇された場合は、本学から借用した物

品を速やかに返還しなければならない。 
 

(退職証明書の交付) 

第27条 労基法第22条に定める証明書の交付の請求があった場

(退職証明書の交付) 

第27条 職員から労基法第22条に定める証明書の交付の請求が  
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合は、これを交付する。 あった場合は、学長はこれを交付する。 

第4章 服務 第4章 服務 
 

(職務専念義務及び誠実義務) 

第29条 (略) 

(職務専念義務及び誠実義務) 

第29条 (略)  

2 (略) 2 (略) 
 

3 学長及び役員は、職員がその能力を十分に発揮し、また協力協

働して大学の教育研究及び大学運営に専念できるよう、良好な

職場環境の形成に努めるものとする。 

3 学長及び役員は、職員がその能力を十分に発揮し、また協力協

働して本学の教育研究及び運営に専念できるよう、良好な職場

環境の形成に努めるものとする。 
 

(大学の命令に従う義務) 

第30条 職員は、大学の指示命令に従ってその職務を遂行しなけ

ればならない。 

(本学の命令に従う義務) 

第30条 職員は、本学の指示命令に従ってその職務を遂行しなけ

ればならない。 
 

2 (略) 2 (略) 
 

3 大学は、その指示命令下にある職員の人格を尊重し、その指導

育成に努めなければならない。 

3 本学は、その指示命令下にある職員の人格を尊重し、その指導

育成に努めなければならない。  

(秘密の遵守) 

第32条 (略) 

(秘密の遵守) 

第32条 (略)  

2 職員が法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属す

る事項を発表するには、許可を受けなければならない。 

2 職員が法令による証人、鑑定人等となり、職務上の秘密に属す

る事項を発表するには、学長の許可を受けなければならない。  

(不正の事実の報告) 

第33条 職員は、不正の事実を大学に報告したことにより、いか

なる不利益も受けない。 

(不正の事実の報告) 

第33条 職員は、不正の事実を本学に報告したことにより、いか

なる不利益も受けない。 
 

(兼業) 

第35条 (略) 

(兼業) 

第35条 (略)  

2 職員が兼業を行おうとする場合は、国立大学法人東京農工大学

職員兼業規程に定めるところにより許可を得なければならな

い。 

2 職員が兼業を行おうとする場合は、国立大学法人東京農工大学

職員兼業規程に定めるところにより学長の許可を得なければな

らない。 
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第6章 研修 第6章 研修 
 

(研修) 

第40条 学長は、業務に関する必要な知識及び技能を向上させる

ため、研修機会の提供に努めるものとする。 

(研修) 

第40条 学長は、業務に関する必要な知識及び技能を向上させる

ため、職員に対して研修機会の提供に努めるものとする。 
 

2～4 (略) 2～4 (略) 
 

第7章 表彰 第7章 表彰 
 

(表彰) 

第41条 職員が次の各号に該当する場合には、国立大学法人東京

農工大学職員表彰規程に定めるところにより表彰する。 

(表彰) 

第41条 職員が次の各号に該当する場合には、学長は当該職員を

国立大学法人東京農工大学職員表彰規程に定めるところにより

表彰する。 

 

(1)～(3) (略) (1)～(3) (略) 
 

第8章 懲戒等 第8章 懲戒等 
 

(懲戒の事由) 

第43条 職員が次の各号の一に該当する場合には、学長は懲戒に

処する。 

(懲戒の事由) 

第43条 職員が次の各号の一に該当する場合には、学長は当該職

員を懲戒に処する。 
 

(1)～(8) (略) (1)～(8) (略) 
 

(損害賠償) 

第46条 職員が故意又は重大な過失により本学に損害を与えた場

合は、その損害の全部又は一部を賠償させるものとする。 

(損害賠償) 

第46条 職員が故意又は重大な過失により本学に損害を与えた場

合は、学長はその損害の全部又は一部を当該職員に賠償させる

ものとする。 

 

第9章 安全及び衛生 第9章 安全及び衛生 
 

(健康診断) 

第49条 (略) 

(健康診断) 

第49条 (略)  

2 前項の健康診断の結果に基づいて必要と認める場合には、職員

に就業の禁止、労働時間の制限等、当該職員の健康保持に必要

2 前項の健康診断の結果に基づいて必要と認める場合には、学長

は職員に就業の禁止、労働時間の制限等、当該職員の健康保持  



7 

な措置を講じるものとする。 に必要な措置を講じるものとする。 

3 (略) 3 (略) 
 

第11章 母性の保護 第11章 母性の保護 
 

(女性職員の就業制限等) 

第54条 妊娠中の職員及び産後1年を経過しない職員(以下「妊

産婦である職員」という。)を、妊娠、出産、哺育等にとって有

害な業務に就かせない。 

(女性職員の就業制限等) 

第54条 学長は、妊娠中の職員及び産後1年を経過しない職員

(以下「妊産婦である職員」という。)を、妊娠、出産、哺育等

にとって有害な業務に就かせないものとする。 

 

2 妊産婦である職員が請求した場合には、午後10時から午前5

時までの間における深夜労働又は所定の労働時間以外の労働を

させないものとする。 

2 妊産婦である職員が請求した場合には、学長は当該職員に午後

10時から午前5時までの間における深夜労働又は所定の労働時

間以外の労働をさせないものとする。 
 

3 1歳に満たない子を養育する職員が請求した場合には、休憩時

間のほかに1日について2回、1回について30分の育児時間を

与えるものとする。 

3 1歳に満たない子を養育する職員が請求した場合には、学長は

当該職員に休憩時間のほかに1日について2回、1回について3

0分の育児時間を与えるものとする。 
 

4 生理日の就業が著しく困難な職員が請求した場合には、その者

を一定期間労働させないことができる。 

4 生理日の就業が著しく困難な職員が請求した場合には、学長は

当該職員を一定期間労働させないことができる。  

5 (略) 5 (略) 
 

第12章 障害者の雇用と保護 第12章 障害者の雇用と保護 
 

(障害者の雇用) 

第55条 障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障害者の雇

用の確保及び就業に必要な環境整備を図るものとする。 

(障害者の雇用) 

第55条 学長は、障害者の雇用の促進等に関する法律に基づく障

害者の雇用の確保及び就業に必要な環境整備を図るものとす

る。 

 

第13章 災害補償 第13章 災害補償 
 

(通勤上の災害補償) 

第57条 職員の通勤途上における災害については、労災法及び国

立大学法人東京農工大学職員休業補償等支給規程の定めるとこ

ろにより災害補償を行う。 

(通勤上の災害補償) 

第57条 学長は、職員の通勤途上における災害については、労災

法及び国立大学法人東京農工大学職員休業補償等支給規程の定

めるところにより災害補償を行う。 
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第17章 苦情処理 第17章 苦情処理 
 

(苦情処理) 

第62条 職員の給与、労働時間、勤務評定、日常の労働環境及び

不利益処分等に関する苦情の解決を図るため、相談窓口を設置

する。 

(苦情処理) 

第62条 学長は、職員の給与、労働時間、勤務評定、日常の労働

環境及び不利益処分等に関する苦情の解決を図るため、相談窓

口を設置する。 

 

2 (略) 2 (略) 
 

第18章 規則の作成及び改廃の手続 第18章 規則の作成及び改廃の手続 
 

(作成及び改廃の手続) 

第63条 就業規則、関連規程及び細則の作成及び改廃について、

労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその

労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合にお

いては労働者の過半数を代表する者の意見を聴かなければなら

ない。 

(作成及び改廃の手続) 

第63条 学長は、就業規則、関連規程及び細則の作成及び改廃に

ついて、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合におい

てはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない

場合においては労働者の過半数を代表する者の意見を聴かなけ

ればならない。 

 

2・3 (略) 2・3 (略) 
 

附 則（規則第6号） 

この規則は、平成27年10月1日から施行する。 


